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（報道より）

○朝日新聞 主婦の掛け金、２７．６万円まで 確定拠出年金の改革案 2015 年 1 月 17 日

厚生労働省は１６日、公的年金を補う「私的年金」制度の改革案をまとめた。自ら掛け金を出して運用する個

人型の「確定拠出年金」（ＤＣ）に、原則誰でも入れるようにする見直しが柱だ。専業主婦の掛け金の上限は

年２７万６千円で固まった。今月下旬からの通常国会に改正法案を提出し、２０１６年度から順次実施する方

針だ。改革は、「自助努力」で老後に備える環境整備が狙いだ。国民年金などの「公的年金」が少子高齢化で

先細ることが背景にある。

掛け金の運用次第で給付額が変わる個人型ＤＣは、いまは対象外の主婦や公務員のほか企業年金に入る会社

員も一定の条件を満たせば加入できるようになる。 個人型ＤＣの加入者は１３年度末時点で約１８万人。制

度見直しで新たに約２７００万人が加入対象になる。掛け金は非課税となるメリットがある。拠出限度額は対

象者ごとに異なる＝図。 一方、企業型ＤＣでは、手続きを簡素化した「簡易型ＤＣ」を創設する。１００人

以下の小規模の事業所を対象にする。 働き方の多様化にも対応する。いまは例えば転職のとき、元の会社の

ＤＣで積み立てた資産を、転職先の確定給付企業年金に移せない。こうした資産移転を可能にする。（中村靖

三郎）

○日経新聞 確定拠出年金、中小企業にも拡大 厚労省 2015/1/16 22:14

厚生労働省は16日、企業年金部会を開いて企業年金の改革案をまとめた。運用成績によって受取額が変わる

確定拠出年金を主婦や公務員に広げる。中小企業の従業員の加入も促す。公的年金の受給額が減るなかで、上

乗せする企業年金を広げ老後の生活資金を確保しやすくする。

１月召集の通常国会に関連法の改正案を出す。2016年春をめどに施行を目指す。

日本の年金制度は３階だてで、自営業者らの国民年金（基礎年金）が１階、会社員向け厚生年金が２階にあ

たる。３階部分は民間が運営する企業年金で、今回改革する確定拠出年金はその一種だ。原則として個人が掛

け金を払う個人型と、企業が払う企業型がある。

個人型の加入制限を取り払い、主婦や公務員を含めて誰でも入れるようにする。対象者は現在の約4000万人

から約6800万人に増える。

企業型では、中小企業向けに掛け金の負担や商品数を抑えた簡易型の確定拠出年金をつくる。事務作業を金

融機関が代行できるようにして、導入のハードルを下げる。

転職や企業合併のあとも年金資産の積み立てを続けられるよう、確定拠出年金から、企業が一定の受給額を

約束する確定給付年金に資産を移すことも認める。

○毎日新聞 確定拠出年金:誰でも加入 年上限は主婦２７万６０００円 2015 年 01 月 16 日 23 時 38 分

厚生労働省は１６日、社会保障審議会の企業年金部会で、公的年金に上乗せする私的年金制度改革に関

する報告書をまとめた。自営業者らが対象の「個人型確定拠出年金」の門戸を広げ、主婦や公務員を含め

年金加入者なら誰でも入れるようにする。年間の掛け金上限額は主婦２７万６０００円、公務員１４万４

０００円。 ２０１６年度からの実施を目指し、２６日召集予定の通常国会に関連法改正案を提出する。

公的年金の支給水準が今後低下することを踏まえ、報告書は企業年金をはじめとする私的年金を「さら

なる普及・拡大を図り、公的年金制度を補完する役割を強化する」と位置付けた。（共同）
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